
※事業№は交付金実施計画によるもの

1

住民税非課税世帯
臨時特別給付事業
【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額
　R5年度分の住民税非課税世帯　4,650世帯×70千円
　事務費　　8,000千円
　事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R5年度分の住民税非課税世帯　（4,650世帯）

R5.12 R6.3
対象世帯に対して令和6
年2月までに支給を開始
する

物価高が続く中で低所得世帯に対し臨時特別給付金
（現金）を支給することで、生活と暮らしの維持を図っ
た。令和6年2月までの支給開始目標に対し、2月5日の
支給開始となった。
【申請期間】
　R6.1.24～R6.2.29
【支給開始日】
　R6.2.5
【対象世帯数】
　4,264世帯
【支給世帯数】
　4,198世帯（うち申請79世帯）
【支給額】
　293,860,000円(うちR5年度計上：3,980世帯、
278,600,000円）
【事務費】
　・職員手当等　　175,360円
　・需用費　　　　　134,605円
　・役務費　　　　1,265,850円
　・委託料　　　　3,828,000円
※給付金については、給付実績4,198世帯のうち3,980
世帯を計上。残す218世帯（給付金15,260,000円）は国
のR6年度同事業へ計上。

284,003,815 284,003,815 0 0 福祉課

2

住民税均等割のみ
課税世帯臨時特別
給付事業【物価高
騰対策給付金】

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援
を行う。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額
　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯
　　1,200世帯×100千円
　事務費　　6,500千円
　事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（1,200世帯）

R6.3 R7.1
対象世帯に対して令和6
年3月までに支給を開始
する

物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯に対し臨
時特別給付金（現金）を支給することで、生活と暮らしの
維持を図った。令和6年3月までの支給開始目標に対
し、5月24日の支給開始となった。
【申請期間】
　R6.4.26～R6.6.28
【支給開始日】
　R6.5.24
【対象世帯数】
　1,037世帯
【支給世帯数】
　1,004世帯（うち申請2世帯）
【支給額】
　100,400,000円
【事務費】
　・職員手当等　　303,358円
　・需用費　　　　　135,507円
　・役務費　　　　　453,613円
　・委託料　　　　2,893,000円

104,185,478 104,185,478 0 0 福祉課
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3

低所得者の子育て
世帯臨時特別給付
事業【物価高騰対
策給付金】

①物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への支
援を行う。
②子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　25,000千円
　　R5年度住民税非課税世帯分
　　　350人×50千円=17,500千円
　　R５年度住民税均等割のみ課税世帯分
　　　150人×50千円=7,500千円
　事務費　5,750千円
  事務費の内容　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R5年度住民税非課税世帯及びR５年度住民税均等割の
み課税世帯（300世帯、子ども500人）

R6.3 R7.1
対象世帯に対して令和6
年3月までに支給を開始
する

物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯に対し
臨時特別給付金（現金）を支給することで、生活と暮らし
の維持を図った。令和6年3月までの支給開始目標に対
し、5月24日の支給開始となった。
【申請期間】
　R6.4.26～R6.6.28
【支給開始日】
　R6.5.24
【対象世帯数、対象児童数】
　253世帯、446人
【支給世帯数、支給児童数】
　247世帯、436人
【支給額】
　21,800,000円
【事務費】
　・職員手当等　　151,369円
　・需用費　　　　　　 2,816円
　・役務費　　　　　　82,017円

22,036,202 22,036,202 0 0 福祉課

10
飼料価格高騰緊急
対策事業補助金

①飼料価格等の物価高騰による生産コストの増加に伴う
畜産経営及び畜産物の安定供給への影響を緩和するた
め、岡山県及び井原市による一体的な事業等の実施によ
り、本市の畜産農家が安定して事業が行えるよう緊急的な
支援を行う。
②負担金補助及び交付金81,180千円
③飼料価格高騰の影響を受けている市内畜産業者の経営
安定を図るため、市が定める額を支援する。
乳用牛：補助単価4,600円×248頭=1,140,800円
肉用牛（肥育）：補助単価5,400円×753頭=4,066,200円
肉用牛（繁殖）：補助単価2,000円×369頭=738,000円
豚：補助単価600円×7,264頭=4,358,400円
採卵鶏：補助単価46円×1,540,783羽=70,876,018円
④個人事業主：市内に住所を有する畜産業を営む者又は
本市認定農業者
　法人：市内に事業所(農場)を有する畜産業を営む法人

R5.12 R6.2 支援件数23件

配合飼料価格高騰による畜産経営及び畜産物の安定
供給への影響を緩和し、畜産経営の安定に寄与した。

《支援件数》
　21件

《事業費の内訳》
　乳用牛　　　　 　1,094,800円（@4,600×238頭）
  肉用牛(肥育)　 4,050,000円（@5,400×750頭）
　肉用牛(繁殖)　   726,000円（@2,000×363頭）
　豚　　　　　　 　　4,358,400円（@600×7,264頭）
　採卵鶏　　　　　70,873,948円（@46×1,540,738羽）
  合　　　計　　　　81,103,148円

81,103,148 40,551,000 0 40,552,148 農林課
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11
物価高騰対応賃上
げ促進設備導入補
助金

①物価高騰の影響を受ける事業者及び生活者を支援する
ため、従業員に対し賃上げを表明した事業者が行う労働生
産性向上に資する先端設備導入に対し補助金を交付する
ことにより、賃上げを行うことができる環境整備を後押しす
るとともに積極的な設備投資を促進する。
②負担金補助及び交付金40,000千円
　【補助対象先端設備等】
　・市内の事業所に導入されるもの
　・市長が認定した先端設備等導入計画に基づき導入され
る先端設備等で、投資利益率等の要件を満たすことの証
明書類が添付でき、計画に賃上げ方針の記載があるもの
　・取得価額が1件100万円以上のもの
　・リース契約及び割賦販売契約に基づくものでないもの
③賃上げ促進設備導入補助金（補助率1/3、補助上限
2,000千円）
　　2,000千円×20件＝40,000千円
④市内に1年以上事業所を有している者で、井原商工会議
所又は備中西商工会の会員であり、本補助金に関する支
援を継続的に受けることができる者。ただし、主たる業種が
医療、福祉、農林漁業でないものであり、また、個人事業
主にあっては、収入の２分の１以上が事業に係る収入であ
る者。

R6.1 R7.1 支援件数２０件

物価高騰の影響を受けた事業者及び生活者を支援す
るため、従業員に対し賃上げを表明した事業者が行う
労働生産性向上に資する先端設備導入に対し補助金
を交付することにより、賃上げを行うことができる環境整
備を後押しするとともに、積極的な設備投資を促進し
た。
【実績】
　22件　39,133,000円
【補助対象経費】
　272,394,799円
【実施期間】
　R6.1.15～R7.1.31

39,133,000 14,000,000 0 25,113,000 商工課

12
物価高騰対応等学
校給食費支援金

①学校給食費を無償化することで、物価高騰等の影響を
受けている保護者の経済的負担の軽減を図る。
②支援金40,120千円
③井原市学校給食センター学校給食費会計へ支援金を交
付
　　小学校：300円×1,514人×53回≒24,075千円
　　中学校：340円×858人×53回≒15,465千円
　　幼稚園： 52円（主食のみ）×223人×50回≒580千円
④市内幼稚園、小・中学校に通う園児・児童・生徒及びそ
の保護

R6.1 R6.3
市内幼稚園・、小・中学
校に通う全世帯の経済
的負担軽減

学校給食費を全額支援することで、物価高騰等の影響
を受けている保護者の経済的負担の軽減を図ることが
できた。
・令和6年1月～3月における幼稚園及び小・中学校の学
校給食費相当額 31,089,582円を補助
【内訳】
小：300円×65,244食＝19,573,200円
　　 239円×    977食＝   233,503円（除牛乳）
中：340円×31,776食＝10,803,840円
　　 279円×    373食＝   104,067円（除牛乳）
幼：  52円×  7,211食＝   374,972円（主食のみ）

31,089,582 31,000,000 0 89,582
教育総務課
給食センター
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13
美星地区畑地かん
がい揚水機場電気
料金高騰対策事業

①電気料金の高騰が続く中で、畑地かんがい揚水機場の
電気料金の一部を支援することで、受益者への負担増を
抑制し、農業者の今後の安定した経営を支援する。
②繰出金4,400千円
③美星地区畑地かんがい給水事業特別会計へ繰り出し、
令和5年5月分～10月分の6ヵ月の電気料金の内、高騰分
を支援
　星田揚水機場
　R5料金(実績)11,027,824円-R3料金(換算)6,550,932円≒
4,400千円
④美星地区畑地かんがい給水事業特別会計

R5.5 R6.3
全受益者の経済的負担
軽減

電気料金の高騰が続く中で、岡山県の支援を受けてい
ない畑地かんがい揚水機場の電気料金の一部を市が
支援することで、受益者の負担軽減を図り、農業者の今
後の安定した経営を支援した。
【繰出金】
美星地区畑地かんがい給水事業特別会計へ繰り出し、
令和5年5月分～10月分の6ヵ月の電気料金の内、高騰
分を支援
　星田揚水機場 4,400千円

4,400,000 4,400,000 0 0 美星振興課

14
暮らし向上スマート
エネルギー導入補
助金

①スマートエネルギー化に資する機器の導入を促進し、エネルギー費用等の負担
軽減を図ることで、コロナ禍において物価やエネルギー価格高騰の影響を受けて
いる市民の生活を支援するとともに、環境にやさしいまちづくりを推進する。
②負担金補助及び交付金25,200千円
③暮らし向上スマートエネルギー導入補助金　25,200千円
【補助対象機器及び補助率等】
(1)住宅用太陽光発電システム（出力1kwあたり30千円、補助上限120千円）
　　120千円×40件＝4,800千円
(2)住宅用定置型蓄電池(補助率1/10、補助上限150千円)
　　150千円×55件＝8,250千円
(3)住宅用太陽熱温水器(補助率1/10、補助上限30千円)
　　30千円×10件＝300千円
(4)高効率給湯器(補助率1/10、補助上限120千円)
　　120千円×50件＝6,000千円
(5)家庭用燃料電池システム(補助率1/10、補助上限120千円)
　　120千円×10件＝1,200千円
(6)V2H充放電設備(補助率1/10、補助上限150千円)
　　150千円×5件＝750千円
(7)窓断熱(補助率1/10、補助上限150千円)
　　150千円×20件＝3,000千円
(8)電気自動車等(補助率1/10、補助上限100千円)
　　100千円×9件＝900千円
④(1)～(6)は、市内に住所を有する者のうち、自らの居住の用に供する市内の住
宅に補助対象機器を設置する者又は補助対象機器が設置された市内の新築住
宅を購入し、当該住宅に自ら居住する者。
(7)は、市内に住所を有する者のうち、自らの居住の用に供する市内の住宅のリ
フォームに際し、補助対象機器を設置する者。
(8)は、車両の初度登録する時点において１年以上市内に住所を有し、当該車両
の自動車検査証において使用者として記載され、自家用乗用車として使用する
者。

R5.4 R6.3 支援件数：199件

スマートエネルギー化に資する機器の導入を促進し、エ
ネルギー費用等の負担軽減を図ることで、コロナ禍にお
いて物価やエネルギー価格高騰の影響を受けている市
民の生活を支援するとともに、環境にやさしいまちづくり
を推進できた。

【実績】
(1)住宅用太陽光発電システム
　　41件　4,860千円
(2)住宅用定置型蓄電池
　　48件　6,787千円
(3)住宅用太陽熱温水器
　　19件　538千円
(4)高効率給湯器
　　153件　8,906千円
(5)窓断熱
　　32件　1,795千円
(6)電気自動車等
　　24件　2,400千円

合計　支援件数317件、補助金額2,5286千円

25,286,000 13,466,000 3,339,000 8,481,000 環境企画課

591,237,225 513,642,495 3,339,000 74,235,730合　　　計


